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平成11年度産地概況調査結果（詳細）

報道発表資料本文

〈ま え が き〉

本調査は、全国主要産地の現状と最近の動きを概括的にとらえて、産地の

実態を明らかにするとともに、全国の産地振興策に資することを目的として、昭

和38年度から実施しているものである。

本報告書は平成11年度において実施した産地の概況調査及び特定問題調

査の部分をまとめたものである。

本調査の実施に当たり、都道府県、通商産業局、産地組合等御協力いただ

いた関係者各位に対し深く感謝いたします。

〈調 査 要 領〉

1. 調査対象産地

「産地」とは、中小企業の存立形態のひとつで、同一の立地条件のもとで、同一業

種に属する製品を生産し、市場を広く全国や海外に求めて製品を販売している多数

の企業集団である。

ここでは、年間生産額がおおむね５億円以上の550産地を対象とした。

なお、今回の調査で５億円未満は43産地であった。

2. 調査時点

産地の概要調査記入時点は平成11年９月30日

また、意識調査等記入時点は平成11年11月である。

3. 調査項目

産地の概要調査及び産地の意識調査

4. 調査方法

都道府県の商工（産地）担当課を通じて、管内各産地に対して、調査票を郵送又は

聞き取り調査を行った。

（注）

1/13 ページ中小企業庁：MITI報道発表資料本文

2009/12/02http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/santi/h11syousai.html



1. 地域については「東京圏」は東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、「名古屋圏」は愛

知県、三重県、岐阜県、「大阪圏」は大阪府、兵庫県、京都府とした。

また、三大圏とは「東京圏」、「名古屋圏」、「大阪圏」をいう。

2. 内需型産地、輸出型産地の区分については、生産地の生産額に占める輸出額の割

合が20％以上の産地を輸出型産地とし、それ以外を内需型産地とした。

産地概況調査結果の概要

１．産地の概要

（１）産地数・産地形成時期

今回の調査で回答があった550産地を業種別に見ると、「繊維」が126産地で全

産地の22.9％、「食料品」が85産地で同15.5％、「木工・家具」が83産地で同

15.1％等、軽工業分野を中心に存在している。これを地域別に見ると関東が

156産地（全体の28.4％）、近畿が105産地（全体の19.1％）、中部が82産地（全

体の14.9％）となっている。産地形成時期を見ると、江戸時代又はそれ以前が

全体の34.5％と最も多く、次いで、明治時代（26.2％）、第二次大戦後（同

24.9％）となっている。

（２）企業数、従業者数

（イ）業種別企業数・従業者数

産地における企業総数は64,047企業（昨年度66,566企業）であり、従業者総数

は669,811人（昨年度667,358人）である。業種別では「繊維」が最も多く、企業数

では全体の35.9％、従業者数では全体の21.3％を占めている。一産地平均の

企業数は116企業（昨年度122企業）となっているが、一産地平均企業数の最も

多い業種は「繊維」の183企業、次いで、「衣服・その他繊維製品」の158企業、

一方、最も少ない業種は「食料品」で61企業となっている。 一産地平均の従業

者数は1,218人（昨年度1,227人）となっているが、一産地平均従業者数の最も

多い業種は衣服・その他繊維製品」の3,886人、一方、最も少ない業種は「木

工・家具」の634人となっている。

（ロ）地域別企業数

地域別の企業数では、近畿20,806企業（全体の32.5％）、関東14,645企業（全

体の22.9％）、中部13,036企業（全体の20.3％）となっており、これら３つの地域

で全体の75.7％を占めている。

（ハ）従業者規模別企業数
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集計可能な543産地について従業者規模別企業数を見ると、従業者５人以下

の企業が全体の59.8％と最も多く、従業者20人以下の小規模な企業が全体の

84.4％を占めている。

各業種における従業者数20人以下の企業の占める割合を見ると、「衣服・その

他の繊維製品」の69.0％を除き、他の全ての業種で70％を超えているが、特に

「繊維」は89.7％、「木工・家具」は89.5％と高い。

（ニ）企業形態別企業数

集計可能な535産地の企業形態別企業数を見ると、独立メーカーが47.7％、下

請関連企業が39.5％、製造卸の企業が8.8％、卸売業が4.0％となっている。

業種別に見ると、独立メーカーが多い業種としては「食料品」（独立メーカーが

90.8％）、「窯業・土石」（同86.5％）、「木工・家具」（同64.6％）が挙げられる。一

方、下請関連企業の多い業種としては、「繊維」（下請関連が64.4％）が挙げら

れる。製造卸企業が多い業種としては、「衣服・その他の繊維製品」（製造卸企

業が33.7％）が挙げられる。

（ホ）企業数の推移

集計可能な537産地について企業数の推移を見ると、毎年企業数が減少して

いることが分かる。その数は最近４年間の合計で12,542企業（16.4％）の減少と

なっている。これを業種別に見ると、「繊維」と「衣服・その他繊維製品」の繊維

関係が一番多く8,831企業（23.7％）の減少となっている。

（３）生産額・輸出額の推移

（イ）生産額

生産額を金額により把握することが可能な537産地の集計によれば、平成10年

の全国の産地の総生産額は、11兆7,050億円であった。これを業種別に見る

と、「衣服・その他繊維製品」が最も多く２兆4,279億円（全体の20.7％）、次い

で、「繊維」２兆633億円（全体の17.6％）、「食料品」１兆9,414億円（全体の

16.6％）の順となっている。

地域別に見ると、関東の産地が３兆809億円と全体の26.3％を占め、続いて近

畿が２兆5,960億円と全体の22.2％を占めている。

平成10年の生産額を輸出型産地、内需型産地別に見ると、輸出型産地が１兆

129億円、内需型産地が10兆6,921億円で、内需型が全体の91.3％を占めてい

る。

生産額の推移を見ると（各年とも金額による把握が可能な537産地を集計）、平

成８年、平成９年、平成10年の各生産額の総計は、それぞれ対前年実績比

0.8％減、4.8％減、8.9％減と連続の減少となった。また、平成11年の生産額の

計画又は見込みは11兆3,149億円で、平成10年実績に対して3.3％減の見通し

となっている。
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平成11年の生産額（計画又は見込み）を業種別に見ると、全ての業種において

対前年比マイナスとなっている。特に窯業・土石のうち「陶磁器」が6.7％減、機

械・金属のうち「銑鉄鋳物」が6.4％減と高い。

平成11年の生産額（計画又は見込み）を輸出型産地、内需型産地別に前年実

績と比較して見ると、輸出型産地7.4％減、内需型産地2.9％減となっている。

（ロ）輸出額

平成10年の輸出額は5,533億円であった。これを地域別に見ると、近畿が最も

多く3,041億円と全体の55.0％を占めている。また業種別に見ると、「機械・金

属」が全体の45.7％、「繊維」が22.8％、「雑貨・その他」が25.3％と、これら３業

種で全体の９割以上を占めている。

輸出額の推移を見ると、平成８年、平成９年、平成10年の各輸出額の総計は、

それぞれ対前年実績比3.7％減、5.9％増、3.3％減となった。また、平成11年輸

出額の計画又は見込は4,956億円で対前年実績比10.4％減となっている。

（４）生産者の専業・副業状況

産地企業の専業・副業状況を企業数でみると、専業のみの企業は95.6％を占

め、副業をしている企業は4.4％となっている。

業種別にみると、「木工・家具」（専業企業の割合99.8％）、「窯業・土石」（同

99.8％）、「衣服・その他繊維製品」（同99.2％）において専業割合が高い。

副業生産に関わる従業者数と副業における生産額それぞれの全体に占める

割合は、3.5％、2.2％となっている。

（５）産地の倒産、転業、廃業、休業、開業状況生産額・輸出額の推移

（イ） 倒産状況

平成10年の産地における倒産企業数は208企業であり、対前年比6.7％減とな

った。また、平成11年１月～９月の倒産件数は134企業であった。

平成11年１月～９月について、業種別に倒産企業数をみると「衣服・その他繊

維製品」が45企業、「繊維」が20企業、「木工・家具」が20企業となっている。

（ロ） 転業状況

平成10年の転業企業数は478企業であり、対前年比63.7％増となった。また、

平成11年1月～９月の転業企業数は220であった。

平成11年1月～９月について、業種別に転業企業数を見ると、「繊維」が174企

業と最も多い。

（ハ） 廃業状況

平成10年の廃業企業数は2,415企業であり、対前年比46.5％増となった。また、

平成11年1月～９月の廃業企業数は1,369企業であった。
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平成１１年1月～９月について、業種別に廃業企業数を見ると、「繊維」が951企

業と全体の69.5％を占めている。

（ニ）休業状況

平成10年の休業企業数は1,018企業であり、対前年比4.0％増となった。また、

平成11年1月～9月の休業企業数は957であった。

平成11年1月～9月について、業種別に休業企業数を見ると、「繊維」が758企

業と全体の79.2％を占めている。

（ホ）開業状況

平成10年の開業企業数は215企業であり、対前年比15.0％増となった。また、

平成11年1月～9月の開業企業数は178企業であった。

平成11年1月～9月について、業種別に開業企業数を見ると、「繊維」が89企

業、「雑貨・その他」が36企業であった。

2．産地における問題等

（１）産地の抱える問題

産地の抱える問題について、「内需の不振」を挙げた産地が83.7％（昨年

84.7％）と最も多く、次いで「受注単価の低下」を挙げた産地が47.5％（昨年

42.3％）と、多くの産地が長引く不況の影響を受けていることが分かる。一方、

「構造的な競合輸入品の増加」を挙げた産地が36.7％、「後継者難」を挙げた

産地が22.1％、「熟練技術・技能工の高齢化」を挙げた産地が21.2％等と、構

造的な問題を抱える産地もかなりの数に上がっている。

業種別にみると、全ての業種で「内需の不振」を挙げた産地が一番多かった

が、その他の項目では「衣服・その他の繊維製品」及び「雑貨・その他」では「競

合輸入品の増加」を、「窯業・土石」及び「木工・家具」、「機械・金属」、「繊維」、

「食料品」では「受注単価の低下」を挙げた産地が多かった。

（２）輸入競合相手地域

産地の抱える問題で「競合輸入品の増加」と回答した産地について、その競

合相手地域を聞いたところ、「中国」を挙げた産地が90.2％と最も多かった。次

いで「韓国」を挙げた産地が43.5％（繊維業種では62.7％、機械・金属57.1％）、

「台湾」を挙げた産地が36.0％（機械・金属業種では71.4％、雑貨・その他

63.6％、木工・家具53.3％）、「インドネシア」を挙げた産地が25.7％、「ベトナム」

を挙げた産地が18.7％、「タイ」を挙げた産地が18.2％、「欧州」を挙げた産地が

16.4％等であった。

（３）円相場（対ドル円レート）の水準
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円相場の水準については、「一段の円安が望ましい」を挙げた産地が26.9％

（昨年9.9％）、「やや円安が望ましい」を挙げた産地が22.5％（昨年20.1％）、

「現在の水準で良い」を挙げた産地が7.7％（昨年14.2％）、「やや円高が望まし

い」を挙げた産地が7.7％（昨年17.0％）、「一段の円高が望ましい」を挙げた産

地が1.5％（昨年5.3％）、「水準よりも安定が望ましい」を挙げた産地が20.1％

（昨年20.4％）、「円相場の影響を受けない産地である」を挙げた産地が13.6％

（昨年13.0％）であった。なお、各産地の回答日現在の円相場は約８割の産地

で１ドル101円～105円（昨年は約７割の産地で１ドル117円～122円）であった。

（４）産地集積のメリット

現在の産地の集積メリットについては、「原材料・部品調達が容易」を挙げた

産地が40.5（窯業・土石業種では55.9％、食料品49.3％）、「地域として公的支

援を受けやすい」を挙げた産地が39.1％（雑貨・その他業種では46.7％、窯業・

土石45.8％、機械・金属45.5％）、「適切な分業体制が築かれている」を挙げた

産地が39.1％（繊維業種では53.5％、木工・家具48.7％）、「市場情報収集が容

易」を挙げた産地が36.7％（機械・金属業種では49.1％、雑貨・その他41.1％）と

多く、多数の企業が隣接することにより、公的支援や情報・部品等の調達の面

で有利であることがうかがえる。また、「適度な競争が存在する」を挙げた産地

が30.5％と、多数の企業が密集することによる競争によって品質向上が図ら

れ、競争力を生み出す源泉となってきたことを示唆している。

他方、近年（３年ほどの間に）失われつつあるメリットについては、「熟練技

術・技能工の確保が容易である」を挙げた産地が45.8％（衣服・その他の繊維

製品では55.2％、木工・家具54.7％、機械・金属業種では52.9％、繊維

51.4％）、「販路が確立されている」を挙げた産地が39.0％（雑貨・その他業種で

は48.8％、窯業・土石43.5％）、「人材の育成が容易」を挙げた産地が29.2％（衣

服・その他繊維製品業種では44.8％）と多く、技術者・熟練工を始めとする労働

力の確保・育成が大きな課題となっていると思われる。この他、「適切な分業体

制が築かれている」を挙げた産地が23.7％（繊維業種では33.3％）、「原材料・

部品調達が容易 」を挙げた産地が20.6％、「一般労働者の確保が容易」を挙

げた産地が20.2％（食料品業種では35.0％）、「適度な競争が存在 」を挙げた

産地が19.3％等となっている。

（5）産地活性化のため望まれる公的支援

産地活性化のため望まれている公的支援については、「金融支援」を挙げた

産地が48.4％（衣服・その他繊維製品業種では67.6％）と最も多かった。また、

「公的試験研究所の整備」を挙げた産地が32.3％（食料品業種では46.3％）、

「熟練技術・技能工の育成」を挙げた産地が24.9％、「技術の指導」を挙げた産

地が22.6％、「技術者の育成」を挙げた産地が17.6％と、技術面の支援を希望

する産地も多い。この他「施策情報の提供」を挙げた産地が24.5％、「異業種交
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流の推進」を挙げた産地が18.6％、「地域情報等紹介のホームページ作成」を

挙げた産地が16.9％、「機械設備・研究設備の貸与」を挙げた産地が14.0％等

であった。

（6）規制緩和の推進

規制緩和の推進については、「賛成」が16.3％、「どちらかといえば賛成」が

19.1％、「どちらでもない」が43.9％、「どちらかといえば反対」が15.1％、「反対」

が5.6％であった。

規制緩和の推進で「賛成」「どちらかといえば賛成」と回答した産地につい

て、その支持する具体的理由を聞いたところ、「経営戦略の自由度が増す」を

挙げた産地が43.4％、「経営体質の強化」を挙げた産地が26.3％、「販路の拡

大」を挙げた産地が25.7％、「製品の質の向上」を挙げた産地が22.9％、「製造

コストの削減」を挙げた産地が22.3％等であった。

出荷動向について

（7）出荷額の動向

産地の出荷額が最も多かった年度については、「昭和60年代以前」が59.2％

に及んでいる。さらに、出荷額の減少程度については、最も多かった年度と比

べて40％以上減少したとする産地が66.5％を占めており、減少程度も大きいも

のとなっている。

（8）出荷額減少の背景

多くの産地では、出荷額が減少傾向にあるが、その背景は、「国内全体の景

気低迷」が81.0％と最も多く、次いで「競合輸入品の増加」が40.0％（衣服・その

他繊維製品業種では58.8％、繊維58.2％）、「消費者のライフスタイルの変化に

よる産地製品のニーズ低下」が38.9％（木工・家具業種では51.9％）、「価格競

争力の低下」が31.5％（衣服・その他繊維製品業種では52.9％）となっており、

国内全体の景気低迷が産地に大きな影響を与えている。

（9）出荷額減少の産地中小企業への影響

出荷額減少の産地中小企業への影響について、「雇用の減少」を挙げた産

地が63.7％、「倒産・廃業の増加」を挙げた産地が62.7％、「産地内の競争激

化」を挙げた産地が55.8％、「事業転換の増加」を挙げた産地が16.3％等となっ

ている。

業種別にみると「雑貨・その他」の業種では「雇用の減少」を挙げた産地が一

番多く、「繊維」、「衣服・その他の繊維製品」、「木工・家具」の業種では「倒産・

廃業の増加」を挙げた産地が一番多く、「食料品」、「窯業・土石」、「機械・金

属」の業種では「産地内の競争激化」を挙げた産地が一番多かった。
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倒産・廃業の動向について

（10）倒産・廃業動向

産地の倒産・廃業動向について、「大幅に増加している」が9.5％（昨年8.7％、

一昨年5.8％）、「やや増加している」が47.7％（昨年47.9％、一昨年47.4％）と、５

割超の産地で倒産・廃業が増加している。特に、繊維及び繊維製品産地では

「大幅に増加している」が17.2％（昨年13.8％、一昨年10.3％）、「やや増加して

いる」が51.0％（昨年56.6％、一昨年53.8％）と、合わせて７割近くの産地で倒

産・廃業が増加している。

産地内企業の倒産・廃業の原因としては、「国内需要低迷による業況悪化」

を挙げた産地が81.1％、「後継者難」を挙げた産地が27.5％（食料品の業種で

は46.3％）、「輸入品との競合による業況悪化」を挙げた産地が27.5％（衣服・そ

の他の繊維製品の業種では61.5％）、「産地内の競争激化により淘汰がおこっ

ている」を挙げた産地が13.9％等となっており「業況悪化」、「後継者難」、「競争

激化による淘汰」の原因が目立っている。

倒産・廃業が産地に与える影響については、「産地の活気がなくなる」を挙げ

た産地が75.0％、「倒産・廃業企業の従業者を他で吸収できない」を挙げた産

地が29.0％、「仕事量の減少」を挙げた産地が24.3％、「一部の役割を担う企業

がなくなり、集積の分業機能が低下」を挙げた産地が16.0％等となっており、倒

産・廃業は産地の活力に深刻な影響を与えていると考えられる。なお、「特に

影響はない」を挙げた産地は15.0％であった。

産地企業の海外展開について

（11）海外の生産拠点

産地全体のうち、海外に生産拠点を持つ企業の割合については、「ない」が

62.7％、「20％未満」が32.5％、「20～40％未満」が3.9％、「40％以上」が0.6％で

あった。

海外生産を行っている主な地域については、「中国（香港除く）」を挙げた産地

が81.2％（昨年77.0％）と一番多く、次いで、「韓国」を挙げた産地が21.0％（昨

年13.2％）「インドネシア」を挙げた産地が18.8％（昨年19.5％）、「タイ」を挙げた

産地が17.2％（昨年17.2％）、「台湾」を挙げた産地が16.1％（昨年15.5％）、「ベ

トナム」を挙げた産地が8.6％（昨年8.6％）等となっている。（25－1表）

海外に生産拠点を持つ企業数（累計）は、今後どのような傾向にあるか、の

問に対しては、「大幅に増加傾向」が0.0％、「やや増加傾向」が20.4％、「変わ

らない」が68.8％、「やや減少傾向」が8.1％、「大幅に減少傾向」が2.7％となっ

ている。

海外生産拠点（東アジア諸国）の主たる販路については、「日本」を挙げた産

地が76.3％（衣服・その他の繊維製品の業種では88.9％、木工・家具85.7％）と

一番多く、次いで、「中国（香港除く）」を挙げた産地が27.2％、「北米」を挙げた
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産地が17.2％、「欧州」を挙げた産地が9.5％、「台湾」を挙げた産地が7.7％等と

なっている。

（12）海外への展開による、生産・雇用への影響

産地内の生産への影響については、「大幅に減少した」が15.3％（昨年

8.2％）、「ある程度減少した」が47.0％（昨年48.2％）、「変化なし」が35.5％、「増

加した」が2.2％であった。

産地内の雇用への影響については、「大幅に減少した」が10.7％（昨年

6.3％）、「ある程度減少した」が43.3％（昨年40.0％）、「変化なし」が45.5％、「増

加した」が0.6％であった。

業種別に見ると、「衣服・その他の繊維製品」が生産（「大幅に減少した」が

28.6％、「ある程度減少した」が50.0％）、雇用（「大幅に減少した」が14.8％、「あ

る程度減少した」が63.0％）とも一番影響が大きく、次いで「雑貨・その他」が生

産（「大幅に減少した」が25.0％、「ある程度減少した」が50.0％）、雇用（「大幅

に減少した」が26.3％、「ある程度減少した」が42.1％）が大きかった。

（13）海外生産拠点（東アジア諸国）の通貨下落や経済環境悪化の影響

海外生産拠点（東アジア諸国）において、平成９年のアジア通貨の下落やア

ジア経済環境の悪化の影響については、「悪影響」が10.0％、「やや悪影響」が

34.0％、「ほとんど影響なし」が52.7％、「やや好影響」が2.7％、「好影響」が

0.7％であった。

悪影響に対する対応策については、「経費削減」を挙げた産地が53.6％と多

く、次いで、「人員削減」を挙げた産地が33.9％、「仕入れ単価の引き下げ」を挙

げた産地が33.9％、「仕入先の見直し」を挙げた産地が21.4％、「生産性の向

上」を挙げた産地が19.6％、「給与・賞与削減」を挙げた産地が17.9％等であっ

た。

雇用の動向について

（14）従業者の過不足感

従業者の過不足感は、一般労働者については「大幅過剰」が1.0％（昨年

0.8％）、「やや過剰」が29.4％（昨年26.1％）、「適切」が48.8％（昨年50.4％）、

「やや不足」が19.3％（昨年20.3％）、「大幅不足」が1.6％（昨年2.4％）、熟練技

術・技能工については「大幅過剰」が0.0％（昨年0.6％）、「やや過剰」が9.1％

（昨年8.2％）、「適切」が35.0％（昨年34.2％）、「やや不足」が50.8％（昨年

50.2％）、「大幅不足」が5.1％（昨年6.8％）であった。

従業者に過不足が生じた場合の調整の容易さは、一般労働者については

「容易」が8.9％（昨年7.5％）、「比較的容易」が49.9％（昨年47.6％）、「比較的困

難」が30.6％（昨年33.4％）、「困難」が10.6％（昨年11.5％）、熟練技術・技能工
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については「容易」が2.3％（昨年2.5％）、「比較的容易」が18.7％（昨年

17.3％）、「比較的困難」が55.6％（昨年54.5％）、「困難」が23.4％（昨年25.7％）

であった。

（15）従業者減少の程度と原因

従業者の減少程度については、「大幅に減少した」が17.0％（昨年12.6％）、

「ある程度減少した」が67.0％（昨年69.6％）、「変化なし」が14.7％（昨年

16.7％）、「増加した」が1.3％（昨年1.2％）であった。

従業者減少の直接的原因については、「景況悪化による企業のリストラ」を挙

げた産地が60.7％（昨年56.7％）、「倒産・廃業」を挙げた産地が26.6％（昨年

27.9％）、「新規採用の抑制」を挙げた産地が7.2％（昨年10.0％）等であった。

（16）削減された従業者の吸収先

削減された従業者の吸収状況については、「吸収されず失業者が増加」が

36.1％（昨年31.3％、一昨年17.8％）、「産地内の異業種企業が吸収」が30.5％

（昨年34.0％、一昨年38.3％）、「産地内の同業種企業が吸収」が22.4％（昨年

25.1％、一昨年32.4％）、「産地外の異業種企業が吸収」が9.4％（昨年8.3％、

一昨年10.3％）、「産地外の同業種企業が吸収」が1.5％（昨年1.3％、一昨年

1.2％）であった。

産地内企業の環境変化への対応について

（17）企業間の業況格差

産地内の企業間の業況格差については、「大幅に拡大している」が4.5％、

「拡大している」が51.6％と５割近くの産地で企業間の業況のばらつきが顕著に

なっている。

業況格差の拡大理由としては、「顧客ニーズ把握への取り組みの格差」を挙

げた産地が51.9％、「販売力の格差」を挙げた産地が51.2％、「研究開発活動

への取り組みの格差」を挙げた産地が37.0％、「新分野進出への取り組みの格

差」を挙げた産地が27.3％、「経営者の格差」を挙げた産地が26.6％、「独自技

術の保有の有無」を挙げた産地が23.2％、「機械設備の多少や性能の格差」を

挙げた産地が13.1％、「情報力の格差」を挙げた産地が10.1％等となっている。

（18）消費者への直接販売

組合等や企業が商社や問屋を通さず直接消費者に製品を販売することの有

無については、「企業単位でのみ実施」が45.9％、「組合等でも企業単位でも実

施」が24.6％、「組合等でのみ実施」が1.5％、「実施していない」が28.0％であっ

た。

業種別に見ると、「企業単位でのみ実施」が「食料品」の65.9％、「木工・家具」
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の55.6％、「衣服・その他の繊維製品」の53.1％が多く、「組合等でも企業単位

でも実施」が「窯業・土石」の41.0％が多かった。

消費者への直接販売を行う比率の変化（３年前と比べて）については、「大幅

に増加」が3.2％、「やや増加」が35.7％、「変わらない」が42.6％、「やや減少」が

13.1％、「大幅に減少」が4.0％等と増加傾向が強かった。

（19）インターネットのホームページ

産地内でインターネットのホームページを作成し、製品や企業の情報を対外

発信している組合等や企業の有無については、「企業単位でのみ実施」が

47.6％（昨年38.5％）、「組合等でも企業単位でも実施」が18.4％（昨年16.0％）、

「組合等でのみ実施」が3.6％（昨年4.4％）と、７割近い産地では何らかの形で

ホームページの作成に取り組んでいる。なお、「実施していない」は30.4％（昨

年41.1％）であった。

インターネットのホームページ作成による効果の内容については、「照会等が

増え、ＰＲ等に効果」が42.2％、「受注・売上増や情報収集等具体的な効果」が

4.7％、「アクセスも少なく期待した程の効果はない」が35.2％、「ほとんど効果は

ない」が18.0％であった。

（20）新製品開発

産地内で直近１年間に新製品を開発した企業の有無については、「特許を伴

う新製品を開発した企業がある」が15.3％（66産地）、「特許はないが新技術に

よる新製品を開発した企業がある」が41.7％（184産地）、「既にある技術の改

善・改良による新製品を開発した企業がある」が59.8％（277産地）であった。

（21）アウトソーシングの活用企業

アウトソーシング（ここでは、業務の一部の運営・実施のみならず企画・設計

も外部に委託することを指す）を活用している企業の有無については、「ある」

が19.7％（衣服・その他繊維製品業種では55.2％）、「ない」が80.3％であった。

（22）産地内の企業間分業体制

産地内の企業間分業体制の、３年前と現在を比べた変化については、「分業

体制に支障が出ている」を挙げた産地が16.9％（昨年14.3％）、「変化なし」を挙

げた産地が60.2％（昨年61.2％）、「分業体制は向上している」を挙げた産地が

5.2％（昨年5.8％）、「そもそも分業体制はない」を挙げた産地が17.7％（昨年

18.6％）、また、現在と比べた3年後の見込みについては、「分業体制に支障が

出ている」を挙げた産地が20.4％（昨年19.3％）、「変化なし」を挙げた産地が

52.4％（昨年54.0％）、「分業体制は向上している」を挙げた産地が10.6％（昨年

9.0％）、「そもそも分業体制はない」を挙げた産地が16.5％（昨年17.7％）であっ
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た。

分業体制に支障が出ている理由については、「産地内企業の事業縮小」を挙

げた産地が68.6％（昨年72.4％）、「産地内企業の倒産・廃業」を挙げた産地が

65.3％（昨年71.4％）、「産地内企業の価格競争力の低下」を挙げた産地が

36.4％（昨年37.1％）、「産地内企業の大量供給能力低下」を挙げた産地が

23.7％（昨年24.8％）、「産地内企業の業種転換」を挙げた産地が19.5％（昨年

21.0％）、「産地内企業の技術力の低下・陳腐化」を挙げた産地が15.3％（昨年

18.1％）等となっている。

（23）分業体制の支障への産地内企業の対応

分業体制に支障が出ていることに対する産地内企業の対応については、「国

内他地域から新たな取引先を探す」を挙げた産地が50.4％（昨年44.2％）、「自

社で内製化する」を挙げた産地が47.9％（昨年47.1％）、「産地内の企業から新

たな取引先を探す」を挙げた産地が45.4％（昨年47.1％）、「対応不能である」を

挙げた産地が11.8％（昨年12.5％）、「海外の企業から新たな取引先を探す」を

挙げた産地が10.1％（昨年8.7％）等であった。

（24）コンピュータネットワーク

コンピュータネットワークにより産地内または産地外の企業と結ばれている企

業の有無については、「ある」が28.4％（衣服・その他の繊維製品の業種では

46.7％、機械・金属の業種では37.5％、）、「ない」が71.6％であった。

（25）異業種交流会

異業種交流会の活動状況については、「あまり活動していない」が45.1％、

「勉強会や情報交換を実施している」が25.9％、「共同開発・共同販売等を試み

ているが、まだ成果は上がっていない」が6.7％、「新製品・新技術開発・販路拡

大等の成果をあげている」が2.5％となっている。

異業種交流会の、今後の産地活性化への効果については、「大いに効果が

ある」を挙げた産地が6.8％、「それなりに効果がある」を挙げた産地が69.8％、

「ほとんど効果はない」を挙げた産地が22.3％、「全く効果はない」を挙げた産

地が1.0％であった。

産地の将来について

（26）現在と比較した5年後の産地の姿

産地の将来展望、現在と比較した５年後の産地の姿については、「発展する」

が8.6％（昨年度7.6％、一昨年8.7％）、「現状と同じ」が48.5％（昨年度51.2％、

一昨年46.5％）、「衰退する」が42.9％（昨年度41.3％、一昨年44.8％、）となって

おり、産地の将来に向けての明るい材料に乏しいことがうかがえる。
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なお、「発展する」と回答した44産地の、その理由は、「新分野進出・新製品開

発を行っており、成功が期待されるため」が34産地、「既存産地製品に対する

需要が高まっているため」が19産地、「従来の集積における業種から業種転換

を行い、成功しているから」が９産地、「産地外との協力体制が有効に機能して

いるため」が７産地、「産地内ネットワークが有効に機能しているため」が７産地

等であった。

（27）産地及び産地企業の今後の取り組み

産地及び産地企業の、今後重点的にとるべき対応策について、532産地から

回答があった。この中で「製品の高付加価値化」を挙げた産地が73.5％（昨年

72.5％）、「新製品の開発・新分野進出」を挙げた産地が65.6％（昨年65.4％）

と、多くの産地企業が製品の高付加価値化、技術開発等の必要性を認識して

いることが分かる。また、「消費者ニーズに合わせた多品種小ロット生産」を挙

げた産地が59.4％（昨年60.9％）、「販路の新規開拓」を挙げた産地が59.2％

（昨年45.3％）、「後継者育成」を挙げた産地が51.9％（昨年55.1％）と重要な課

題となっている。その他「情報力の強化による販売促進」を挙げた産地が

46.4％（昨年同一項目なし）、「合理化・省力化」を挙げた産地が40.8％（昨年

42.2％）、「技術開発」を挙げた産地が34.2％（昨年34.4％）、「熟練技術・技能工

の育成」を挙げた産地が31.0％（昨年35.2％）、「共同事業（共同受発注・研究

開発）」を挙げた産地が28.0％（昨年27.9％）、「情報力の強化による生産性向

上」を挙げた産地が27.6％（昨年同一項目なし）、「有能な人材の確保」を挙げ

た産地が25.0％（昨年同一項目なし）、「異業種交流の推進」を挙げた産地が

22.0％（昨年23.4％）、「納期の短縮化」を挙げた産地が19.0％（昨年18.4％）等

であった。
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